
 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期宮城県国民健康保険運営方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年３月 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４－２ 



 

 

目       次 

 

第１章 基本的な事項 

１ 策定の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

２ 策定の根拠・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

３ 対象となる期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

４ 検証・見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

１ 医療費の動向と将来の見通し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 （１）被保険者数と加入率の推移 

（２）被保険者の年齢構成 

（３）世帯主の職業の状況 

（４）医療費の動向 

（５）保険料（税）の動向 

（６）将来の見通し 

２ 財政収支の改善に係る基本的な考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  （１）市町村の国民健康保険特別会計 

  （２）県の国民健康保険特別会計 

３ 赤字解消・削減の取組，目標年次等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

 （１）財政状況 

 （２）解消・削減すべき赤字の定義 

（３）赤字の解消・削減の取組 

４ 財政安定化基金の運用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 （１）本体基金 

 （２）特例基金 

５ 保険者努力支援制度の県分の取扱い・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

６ 県による事務打合せ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 

第３章 市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項 

１ 現在の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

 （１）県内市町村の保険料（税）算定方式 

（２）応益割と応能割の割合 

（３）均等割と平等割の割合 

（４）賦課限度額の設定状況 

２ 標準的な保険料（税）算定方式等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

 （１）標準的な保険料（税）算定方式 

 （２）応益割と応能割の割合 

 （３）均等割と平等割の割合 

 （４）賦課限度額 

３ 標準的な収納率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 



 

 

４ 将来的な保険料（税）水準の統一・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

５ 納付金の算定方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

 （１）高額医療費の調整 

 （２）納付金の対象となる範囲 

６ 納付金の算定方式等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 （１）算定方式 

 （２）応益割と応能割の割合 

 （３）均等割と平等割の割合 

 （４）医療費指数反映係数αの設定 

  （５）納付金の精算 

７ 激変緩和措置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 （１）納付金算定の際の激変緩和措置 

 （２）都道府県繰入金と国の財政支援（追加激変緩和財源）の活用 

 （３）対象額を規定する一定割合 

（４）特例基金の活用 

 

第４章 市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項 

１ 保険料（税）収納率の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

 （１）現年課税分 

 （２）滞納繰越分 

２ 収納対策等の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

３ 収納率目標の設定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

 （１）現年課税分 

 （２）滞納繰越分 

４ 収納対策強化に資する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

  （１）県による取組 

  （２）市町村による取組 

 

第５章 市町村における保険給付の適正な実施に関する事項 

 １ 現在の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

  （１）各市町村におけるレセプト点検の実施状況 

  （２）第三者求償の実施状況 

  （３）第三者求償に係る目標設定状況 

２ 県による保険給付の点検・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

３ 不正利得の徴収等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

４ 保険給付の適正な実施に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

（１）療養費の支給の適正化 

  （２）診療報酬明細書（レセプト）二次点検業務について 

（３）第三者求償事務の取組強化 

５ 高額療養費の多数回該当の判定基準の統一・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

  （１）単なる住所異動等の一の世帯のみで完結する住所異動の場合 

  （２）世帯分離，世帯合併による一の世帯で完結しない住所異動の場合 



 

 

第６章 医療費の適正化の取組に関する事項 

 １ 現在の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

  （１）特定健診の受診状況 

  （２）特定保健指導の実施状況 

  （３）メタボリックシンドローム該当者及び予備群割合の状況 

  （４）後発医薬品の使用状況 

  （５）糖尿病性腎症重症化予防の取組の実施状況 

 ２ 医療費の適正化に向けた取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

  （１）特定健診・特定保健指導実施率及びがん検診受診率の向上並びに歯周疾患 

予防対策の強化 

  （２）データヘルス計画の策定支援 

  （３）後発医薬品の使用促進 

  （４）糖尿病重症化予防 

  （５）スマートみやぎ健民会議 

（６）歯と口腔の健康づくり  

（７）重複・頻回受診，重複・多剤服薬者への訪問指導等 

（８）受診の適正化に係る県民に対する意識啓発 

 ３ 保健事業等の取組の充実・強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

  （１）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

  （２）保険者努力支援制度の抜本的強化に係る取組 

  （３）保険者協議会との連携強化 

 ４ 宮城県医療費適正化計画との相乗効果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

 

第７章 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項 

１ 事務の共通化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

  （１）医療費通知及び後発医薬品差額通知 

  （２）保険料（税）の賦課事務 

  （３）短期被保険者証及び資格証明書の発行に係る指針の運用 

  （４）滞納処分の執行停止に係る指針の運用 

  （５）その他の事項 

 ２ 国保事務担当マニュアルの作成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

 ３ 情報セキュリティ対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

 

第８章 保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他の関連施策との連携に関する事項   

１ 地域包括ケアの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

 ２ 国保データベース（ＫＤＢ）システム等の活用・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

３ 他計画との整合性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

 

第９章 施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整等に関する事項 

１ 宮城県国民健康保険運営連携会議及び部会・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

２ 各種研修会の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

３ 新型コロナウイルス感染症等への対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７  



 

1 

 

 

                            

 

１ 策定の目的 

国民健康保険は，高齢者や低所得者の加入割合が高いためにその財政基盤は脆弱で構造的な課

題を抱えており，今後も医療費の増加が見込まれていることなどから，国民皆保険を維持するた

め，国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）の改正により，平成 

３０年度から県が市町村と共同で国民健康保険事業の運営にあたることとなった。 

県は，国保の財政運営の責任主体として制度の安定化を図る一方，市町村は，資格管理，保険

給付，保険料（税）の賦課・徴収等の地域におけるきめ細かな事業を引き続き担うこととされて

いる。 

本方針は，県と県内各市町村が一体となって国民健康保険を安定的・効率的に運営するために

必要な事項について策定するものである。 

 

２ 策定の根拠 

本方針は，法第８２条の２に基づき，県が策定するものである。 

 

３ 対象となる期間 

本方針の対象期間は，令和３年４月１日から令和６年３月３１日（保険者規模別の収納率目標

に関しては，同年５月３１日）までの間とする。 

 

４  検証・見直し 

県は，安定的な財政運営や，市町村が担う国民健康保険事業の広域的・効率的な運営に向けた

取組を継続的に改善するため，最終年度までに本方針の評価・検証を行い，その結果に基づいて

必要な見直しを３年ごとに行う。 

検証・見直しに当たっては，宮城県国民健康保険運営連携会議及び各部会において課題・論点

を整理した上で宮城県国民健康保険運営協議会に諮問することとする。 

  

第１章 基本的な事項                           
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本章において，これまでの医療費の動向を把握し，将来の国民健康保険財政の見通しを示す。 

また，平成３０年度以降は，保険給付費等に必要な費用は全額県が市町村に交付し，保険料（税）

の収納不足時は財政安定化基金から貸付または交付を行う仕組みとされ，医療費の増加や保険料

（税）の収納不足を理由とした市町村の法定外一般会計繰入は，解消されており，それ以外の決算

補填等を目的とした法定外一般会計繰入について，計画的・段階的な解消が図られるよう取組を定

めるものとする。 

 

１ 医療費の動向と将来の見通し 

（１）被保険者数と加入率の推移 

平成３０年度の国民健康保険における被保険者数は，４８１，６６９人であり，県全体の 

７５歳未満の人口に占める割合は２４．１６％であった。 

加入率は，平成２４年度から概ね２％ずつ減少している。 

 

 

 

 

  

図１ 

出典：「国民健康保険実態調査報告」より 

第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し                          
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（２）被保険者の年齢構成 

平成３０年度の県人口における国民健康保険の被保険者の年齢別加入率をみると，６５歳か

ら７４歳の加入率が６７．２％と高い割合となっている。 

年齢別構成比をみてみると，６５歳から７４歳までの被保険者が全体の約４割にあたり，県

人口における６５歳から７４歳までの構成比が１６．１％であることと比較すると，市町村国

保における高齢者の割合が大きいことは明らかである。また，年次推移を見ると，０歳から 

  １９歳まで，２０歳から３９歳まで，４０歳から６４歳までの年齢層は減少傾向にある一方， 

  ６５歳から７４歳までの年齢層が占める割合は大幅に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「人口推計年報（総務省統計局）」（県人口：平成３０年１０月１日現在推計値）     

  「平成３０年度国民健康保険実態調査」（国保被保険者：平成３０年９月３０日現在）より 

 

出典：「国民健康保険実態調査報告」より 
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図２ 

表１ 

平成３０年度県人口及び国保被保険者の年齢構成

年齢階層

構成比 構成比 構成比 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ ％

1,994,000 100.0 481,669 100.0 478,978 100.0 2,691 100.0 24.2

0～19 385,000 19.3 42,174 8.8 42,169 8.8 5 0.2 11.0

20～39 516,000 25.9 69,291 14.4 69,243 14.4 48 1.8 13.4

40～64 772,000 38.7 154,620 32.1 152,169 31.8 2,451 91.1 20.0

65～74 321,000 16.1 215,584 44.7 215,397 45.0 187 6.9 67.2

Ｂ／Ａ
加入率

県　人　口　A 一　般 退　職

７５歳未満

の総数

国保被保険者

総　数　Ｂ
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（３）世帯主の職業の状況 

平成３０年度の国民健康保険に加入している世帯の世帯主の職業は，年金生活者等の「無職」 

が４４．１％で最も多く，次いで非正規雇用者等，厚生年金加入要件を満たさない「被用者」 

が２４．８％，「自営業」が１４．９％，「不詳」が１０．８％，「農林水産業」が３．２％と

続いている。 

 

 

 

 

（４）医療費の動向 

本県の国民健康保険における医療費は，平成３０年度１，８２９億円であり，平成２３年度 

１，９２１億円と比較すると，９２億円減となっている。 
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図３ 

出典：「国民健康保険事業状況報告書（事業年報）」より 

出典：「国民健康保険事業状況報告書（事業年報）」より 

図４ 
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   また，本県における一人当たりの医療費は，平成３０年度３７８，５０７円で，平成２３年

度２９８，６７６円と比較すると７９，８３１円の増となっている。 

最も高い市町村は，山元町４６２，７６４円で，最も低い市町村は，大衡村３４４，０３３ 

円であり，その差は１．３５倍となっている。 

被保険者の高齢化と医療の高度化の進展が，一人当たり医療費の増加の主な要因となってい 

ると考えられる。 
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（５）保険料（税）の動向 

国民健康保険における一人当たり保険料（税）調定額は，平成３０年度８７，９２８円で，

平成２５年度９７，８９３円と比べて９，９６５円減少している。 

その要因としては，平成３０年度に実施された国民健康保険の都道府県単位化に伴い，さま

ざまな公費が投入され，保険料の上昇が抑えられたこと等が考えられる。 

また，平成３０年度の一人当たり調定額が最も高いのは南三陸町１１８，７１９円で，最も

低いのは山元町６６，２１６円であり，その差は１．７９倍となり，平成２５年度の差の  

２．０１倍と比較すると狭まっている。 

 

 

 

 

 

 

    なお，所得が低い世帯については，一定の条件の下，国民健康保険料（税）が軽減されるこ 

 ととなっており，令和元年度においては，課税世帯２９９，３５１世帯のうち， 

  １７４，０９９世帯（約５８．２％）で軽減を受けている。 

   国民健康保険の被保険者の多くを低所得者が占めている状況は全国的な傾向であり，本県に 

  おいても同様である。 
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図６ 

出典：「国民健康保険事業状況報告書（事業年報）」より 

※ 保険料（税）は医療分，後期分及び介護分 
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（６）将来の見通し 

国民健康保険の被保険者数は，今後も減少することが見込まれる一方，被保険者の高齢化と 

医療の高度化に伴い，一人当たり医療費の増加により医療費は増加傾向が続くものと見込まれ 

る。 

国民健康保険の被保険者の年齢構成を見ると，高齢者の構成割合が高く，少子・高齢化の更 

なる進展により，今後も同様の傾向が続くものと見込まれるが，団塊の世代が全員７５歳以上

となり，国保加入から後期高齢者医療制度に移行となる令和７年以降は，高齢者の構成割合が

やや減少することが予想される。 
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被保険者数の推計は，「日本の地域別将来推計人口（平成３０年３月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）における本県の 

５歳階級別人口に，平成３０年度の「国民健康保険実態調査報告」に基づく各５歳階級別の国民健康保険の被保険者が全体に占める

割合を乗じて算出している。 

医療費の推計は，平成３０年度の被保険者一人当たり医療費を基準として，年率２．３％ずつ増加すると想定して算出した令和２

年度，令和７年度及び令和１２年度の一人当たり医療費に，推計被保険者数を乗じて算出している。 

図７ 
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２ 財政収支の改善に係る基本的な考え方 

（１）市町村の国民健康保険特別会計 

市町村は，必要な支出を保険料（税）や国庫負担金等で賄うことにより，一会計年度におい

て収支を均衡させる。 

また，法定外の一般会計繰入のうち，決算補填等を目的とした以下のものについては，解消

及び削減の対象とする。 

 

  ア 決算補填目的によるもの 

    ａ 予期せぬ保険料収納不足であった場合（国民健康保険事業費納付金の一部を賄うため 

          に一般会計からの繰入を行った場合を含む。）。 

    ｂ 高額医療費の支払に要する費用の貸付（高額療養費の支給相当額で償還）を行った場 

          合。 

  イ 保険者の政策によるもの 

    ａ 保険料（税）全体の引下げのため，引下げ相当分の一般会計繰入を行った場合。                                      

    ｂ 法定軽減制度以外に，市町村が一定の基準を設けて独自に軽減を行った場合。 

   ｃ 法第５８条第２項の傷病手当等の任意給付に充てた場合。 

    ｄ 同条第１項の出産育児一時金について法定繰入（地方財政措置）されている２/３に 

     加え，残り１/３等を一般会計繰入で賄った場合。 

   ｅ 葬祭費・葬祭料の給付について，一般会計繰入で賄った場合。 

  ウ 過年度の赤字によるもの 

    ａ 累積赤字補填 

    ｂ 公債等，借入金利息支払金への充当 

     

なお，法定外の一般会計繰入のうち，決算補填等を目的としない以下のものについては，解 

消及び削減の対象としない。 

 

エ 法第７７条又は地方税法第７１７条に基づく条例等を根拠に行う保険料（税）の減免又は

徴収猶予を行った場合 

 オ 地方単独事業の医療給付費波及増等への充当を行った場合 

 カ 保健事業に充てた場合 

キ 直営診療施設に係る費用に充てた場合 

 ク 基金に積み立てた場合 

 ケ 返済金の補填を行った場合 

 コ その他 

 

（２）県の国民健康保険特別会計 

  県は，必要な支出を国保事業費納付金や国庫負担金等で賄うことにより，収支を均衡させる。 

また，県は，県内市町村の事業運営が健全に行われ，かつ，県の特別会計において必要以上

に剰余金や繰越金を確保することのないよう，さらには，各年で保険料水準が過度に上下する

ことを避けるよう，県内国保全体の財政状況のバランスを見極めながら運営する。 
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３ 赤字解消・削減の取組，目標年次等 

（１）財政状況 

県内市町村における国民健康保険の財政全体の収入額は，平成３０年度２，２９６億円であ

り，保険料(税)，国庫支出金や各種交付金等によって構成されている。 

 
 

 

 また，支出額は，平成３０年度２，２６６億円であり，ほぼ３分の２が一般分保険給付費と 

して支出されている。 

 

 

479 493 568 551 519 504 472 425

891 864 721 681 672 646 617

1

110 123
105

92 69 54 33

488 518
506 538 568 563 637

572
731

718 699
1022

963 886

1870

2,540

2,729
2,618

2,561

2,850
2,730 2,645

2,296

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

国保の財政状況の推移(収入 市町村計)
（億円）

保険料（税）

国庫支出金

療養給付費交付金

前期高齢者交付金

その他（県支出金，
共同事業交付金等）

1576 1672 1530 1545 1598 1554 1536 1528

101
103

86 73 64
44 24 102

125
139

148 140 123 112 111 49

289
309

333 319 301
287 279 133

349
410

419 385
674

629 586

454

2,440 

2,633 
2,516 2,462 

2,760 
2,626 

2,536 

2,266 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

国保の財政状況の推移(支出 市町村計)
（億円）

一般分保険給付費

退職分保険給付費

介護納付金

後期高齢者支援金

その他（共同事業
拠出金等）

出典：「国民健康保険事業状況報告書（事業年報）」より 

出典：「国民健康保険事業状況報告書（事業年報）」より 

図 10 

図９ 
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市町村国保の単年度実質収支率が１００％未満の場合には，単年度収支は実質赤字であると

されており，平成３０年度においては，県内市町村の７分の６は赤字となっている。 

  

（２）解消・削減すべき赤字の定義 

解消・削減すべき赤字の定義は，「決算補填等目的の法定外繰入額」と「繰上充用金の増加

額」の合計額とし，決算補填等目的の法定外繰入については，本章２（１）ア及びイのとおり

とする。 

なお，保険料（税）の予期しない収納不足や医療費の見込みを上回る増加等により，市町村

財政に影響が生じることが見込まれる際は，当該市町村は，財政安定化基金から貸付を受けて

対応することとなる。 

 

（３）赤字の解消・削減の取組 

ア 赤字と判断する基準は令和３年度からの決算額とする。 

イ 赤字が生じた市町村は，医療費の動向，保険料（税）率等，赤字の要因分析を行うととも

に，必要な対策を検討する。 

ウ イを踏まえ，赤字が生じた市町村は，赤字解消・削減のための基本方針や実効的・具体的

な対策，目標年次等を定め，県と協議を行う。 

エ 目標年次の期間は，原則単年度とするが，市町村の実態を踏まえ単年度の赤字の解消が     

困難と認められる場合に限り，５年以内での段階的な目標を定めることができる。 

   オ   県は, 法定外繰入等を解消する観点から，市町村ごとに，赤字の要因分析を進めるとと

もに，法定外繰入等の額を含む状況の公表（見える化）に努める。   
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４ 財政安定化基金の運用 

財政安定化基金の運用については，国民健康保険財政安定化基金条例に規定する。 

（１）本体基金 

  ア 市町村に対する貸付 

    貸付は，収納率の低下や被保険者数の減少により収納不足が生じた場合に行う。 

    償還については，貸付を受けた市町村が，原則貸付を受けた翌々年度から３年間で行う。 

 

イ 市町村に対する交付 

    多数の被保険者の生活に影響を与える災害や地域企業の破綻や主要産物の価格の大幅な

下落など，地域の産業に「特別な事情」が生じ，収納額が低下した場合に収納不足額の２分

の１を交付する。 

    収納不足時の基金からの交付要件の「特別な事情」に該当するか否かの判断については，

災害等の発生の都度，市町村の被災状況や要望等に応じて，県と市町村が協議して決定する。 

    償還については，交付を受けた市町村・県・国が，原則交付を受けた年度の翌々年度に，  

交付額の３分の１ずつ拠出する。 

 

ウ 県による取崩 

    給付見込み以上の給付増等により，県全体の財政収支に不均衡が生じる場合に，取崩及び 

   県の国保特別会計への繰入を行う。 

償還については，県が作成する計画に基づき，取崩相当額を各市町村の納付金に配分する 

ことを基本とする。 

 

（２）特例基金 

   特例基金（激変緩和分・財政基盤強化分）は，原則令和５年度までの間，激変緩和措置等国 

保事業の健全な運営の確保のための費用に充てることができる。 

   医療費水準の変動や前期高齢者交付金の精算等に備え，県の国保特別会計において決算剰余 

  金等の留保財源が生じた場合に，その一部を特例基金に積み立てること等も含め，県と市町村 

  の間で協議し検討していく。 

 

５ 保険者努力支援制度の県分の取扱い 

保険者努力支援制度（取組評価分）による県への交付金は，令和５年度までの期間については，

納付金総額から差し引くこととする。 

保険者努力支援制度（予防・健康づくり支援に係る部分）のうち，事業費に連動して配分され

る部分に係る県への交付金は，保険給付費等交付金（普通交付金）に充当する。 

 

６ 県による事務打合せ 

本方針に基づき市町村が国民健康保険事業を実施するに当たっては，事業の実施状況を定期的

に把握・分析し，評価・検証することが必要である。 

県は，原則２年に１回の事務打合せの際に市町村が実施することとされている事業の実施状況

を確認することとする。  



 

12 

 

        

 

県は，法第８２条の３の規定により，市町村標準保険料（税）率を算定するものとし，標準的な

保険料（税）算定方式や市町村規模等に応じた標準的な収納率等を以下のとおり定める。 

   

１ 現在の状況 

（１）県内市町村の保険料（税）算定方式 

令和２年度の本算定において全市町村が３方式（所得割，均等割，平等割）で保険料（税）

算定を行っている。 

（２）応益割と応能割の割合 

平成３０年度の本算定における一般被保険者分の応益割と応能割の県平均の割合は， 

５０．９１：４９．０９である。 

（３）均等割と平等割の割合 

   平成３０年度の本算定における一般被保険者分の均等割と平等割の県平均の割合は， 

  ６３．５２：３６．４８である。 

（４）賦課限度額の設定状況 

   全市町村が国民健康保険法施行令と同じ賦課限度額を設定している。 

 

２ 標準的な保険料（税）算定方式等 

（１）標準的な保険料（税）算定方式 

  本県の標準的な保険料（税）算定方式は，所得割，均等割，平等割の３方式とする。 

（２）応益割と応能割の割合 

応益割と応能割の割合は，１：国が示す本県の所得係数βとする。 

（３）均等割と平等割の割合 

均等割と平等割の割合は，７０：３０とする。 

（４）賦課限度額 

賦課限度額は国民健康保険法施行令のとおりとする。 

 

３ 標準的な収納率 

市町村標準保険料（税）率を算出するための標準的な収納率は，標準保険料（税）率算定時点の

前年度の規模別平均収納率とする。 

 

４ 将来的な保険料（税）水準の統一 

  将来的には保険料（税）水準の統一を目指すが，統一の時期については，県と市町村の間で継 

 続して協議することとする。 

  保険料（税）水準の統一に向けた議論を深めるため，統一化の定義や前提条件等，さらには標 

 準保険料率と実際の保険料率の公表（見える化）等から検討していくこととする。 

 

５ 納付金の算定方針 

（１）高額医療費の調整 

高額医療費の発生による毎年度の市町村納付金の変動緩和や将来の保険料（税）水準の統一

第３章 市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項                       
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を目指すため，８０万円を超える医療費は全市町村が被保険者数に応じて負担する。 

（２）納付金の対象となる範囲 

納付金には，療養の給付，入院時食事療養費，入院時生活療養費，保険外併用療養費，療養 

費，訪問看護療養費，特別療養費，移送費，高額療養費，高額介護合算療養費，現物給付分の 

審査支払手数料を含み，出産育児一時金，葬祭費，保健事業費，傷病手当金，現金給付分の審 

査支払手数料は含まない。 

 

６ 納付金の算定方式等 

（１）算定方式 

   納付金の算定方式は，所得割，均等割，平等割の３方式とする。 

（２）応益割と応能割の割合 

応益割と応能割の割合は，１：国が示す本県の所得係数βを原則とするが，特別な事情が生 

じた場合は，県と市町村の間で協議を行い，必要に応じて見直しを行うものとする。 

（３）均等割と平等割の割合 

   均等割と平等割の割合は，７０：３０とする。 

（４）医療費指数反映係数αの設定 

   将来的には保険料（税）水準の統一を目指すこととし，医療費指数反映係数αは市町村との 

  協議により０．５以下の数値に設定し，徐々に０に近づけていくための議論を進めていく。 

（５）納付金の精算 

   市町村の財政安定を図るため，県と各市町村の間で個別に納付金の精算はしない。 

 

７ 激変緩和措置 

（１）納付金算定の際の激変緩和措置 

   医療費指数反映係数αは市町村との協議により０．５以下の数値に設定し，所得係数βは国 

が示す本県の所得係数βを原則とするが，特別な事情が生じた場合は県と市町村の間で協議を 

行い，必要に応じて見直しを行うものとする。 

（２）都道府県繰入金と国の財政支援（追加激変緩和財源）の活用 

   都道府県繰入金（１号）を活用した激変緩和措置の配分は，原則として推計年度の都道府県 

  繰入金の９分の１の範囲内とする。 

   都道府県繰入金（１号）を活用した激変緩和措置の終期は，原則，令和５年度とするが，必 

要に応じ，その時期を変更することも可能とする。 

なお，国の財政支援（追加激変緩和財源）が措置される場合は，これを優先して活用する。 

（３）対象額を規定する一定割合 

   激変緩和措置の対象額を規定する一定割合については，市町村から意見を聞き，知事が別に 

定めることとする。 

（４）特例基金の活用 

   特例基金（激変緩和分）は，一部の市町村に都道府県繰入金（１号）を活用して激変緩和措 

  置を講じた結果，他の市町村の納付金負担が増加する場合であって，知事がその増加分の影響 

を抑制するため必要があると判断した場合に，県の収入財源に繰り入れ，都道府県繰入金の減 

少分を補填するために活用する。特例基金繰入額の上限額は，激変緩和を目的とした都道府県 

繰入金の繰入額を上限とする。 

   なお，決算剰余金等の財源を特例基金に積み立てた場合には，その財源を活用して，各市町 
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村の納付金を個別に減算することも可能とする。 

   特例基金繰入金の活用については，令和５年度までの措置とする。 
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国民健康保険料（税）を適正に徴収することは，国保財政を安定的に運営するための大前提であ

るが，保険料（税）については，市町村ごとに徴収体制に差があり，収納率についても開きがある

ことから，県全体及び市町村ごとの収納率目標を定めるとともに，徴収の適正な実施について県が

必要な支援を行うことで，保険料（税）収入を確保することを目指す。 

 

１ 保険料（税）収納率の推移 

県内の市町村国保の保険料（税）収納率は，平成３０年度現年課税分９４．２４％で全国第 

２０位であり毎年順調に収納率を伸ばしている。また，滞納繰越分を含めた全体の収納率は，  

８１．８８％となり，平成２５年度の７３．００％から８．８８ポイント増加した。 

      

（１）現年課税分 

県内市町村国保の保険料(税)現年課税分の収納率は，平成３０年度９４．２４％であり，平

成２３年度８７．９８％から，６．２６ポイント増加した。 

本県の現年課税分の収納率は，平成２３年度から大きく上昇しており，平成２４年度に初め

て全国平均を超えている。 

これは，各市町村の収納担当部門の収納率向上に向けた取組の強化及び滞納整理の強化が要

因と考えられる。 
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図 12 

第４章 市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項                                         



 

16 

 

（２）滞納繰越分 

県内市町村国保の保険料(税)滞納繰越分の収納率は，平成３０年度が２５．４６％であり，

平成２３年度以降，全国平均を上回っている。 

これは，東日本大震災により被災した被保険者の保険料（税）減免や，滞納処分の執行停止 

など納付資力に応じた滞納整理を進めた結果によるものと考えられる。 

 

 

２ 収納対策等の実施状況 

収納対策等の実施状況は，全ての市町村で財産調査を実施しており，コンビニ収納や口座振替，

滞納整理機構の活用や短期被保険者証・資格証明書の発行が収納対策等として特に効果があると

考えている。 

 

１ 実施している収納対策等 実施市町村数 実施割合(％) 

① 財産調査 ３５ １００．０ 

② 滞納整理機構の活用 ２９ ８２．９ 

③ コンビニ収納 ２８ ８０．０ 

④ 研修の実施 １８ ５１．４ 

⑤ 要綱（プラン・マニュアル含む）の作成 １７ ４８．６ 

⑥ 多重債務相談の実施 １０ ２８．６ 

⑦ 専門家の配置（嘱託等含む） ６ １７．１ 

⑧ コールセンターの設置 ５ １４．３ 

２ 特に効果があると思われる収納対策等 回答市町村数 回答割合(％) 

① コンビニ収納 ２２ ６２．９ 

② 口座振替 １８ ５１．４ 

③ 滞納整理機構の活用 ９ ２５．７ 

④ 短期被保険者証・資格証明書の発行 １１ ３１．４ 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業実施状況報告」より 
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図 13 

出典：「国民健康保険事業状況報告書（事業年報）」より 
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３ 収納率目標の設定 

平成３０年度保険料（税）の収入未済額は約８０億円に上り，国民健康保険税以外の市町村税

の収入未済額とほぼ同額となっており，保険料（税）の収納率の向上及び収入未済額の縮減は喫

緊の課題である。 

県内市町村の平成３０年度現年課税分収納率の最高と最低を比較すると，最高９９．０３％，

最低９１．１９％で約８ポイントもの格差があるが，将来的に保険料（税）水準の統一を目指す

ためには，市町村間の収納率の格差を縮小する必要がある。 

また，被保険者間の公平性を確保するためにも県全体で収納率の向上に取り組む必要があるた

め，次のとおり県全体及び保険者規模別の収納率目標を設定する。 

なお，保険者規模については，国の財政調整交付金の保険者規模の区分を参考として，退職分

を含む被保険者全体の年間平均被保険者数により区分するものである。 

 

（１）現年課税分 

ア 県平均収納率が，平成３０年度の全国の上位２割相当の収納率（９５％）の水準に達する

ことを目標とする。 

イ 県内の各市町村保険者の保険料（税）の収納率目標は，次の表のとおりとする。 

ウ 達成目標年度は，令和５年度（令和６年５月の出納閉鎖時）とする。 

 

 

保険者規模区分 収納率目標 

５千人未満 ９６％ 

５千人以上１万人未満 ９５．５％ 

１万人以上１０万人未満 ９４．７％ 

１０万人以上 ９４．７％ 

県全体 ９５％ 

   ※ 保険者規模は，平成３０年度の年間平均被保険者数（退職分を含む）による。 

 

（２）滞納繰越分 

翌年度への滞納繰越額を縮減する。 

 

４ 収納対策強化に資する取組 

上記の目標を達成するため，県と市町村は共同して下記の収納対策に取り組むこととする。 

（１）県による取組 

県は，市町村の保険料（税）の収納率の向上を支援するため，市町村等と連携を図り，次の

対策に取り組むこととする。 

ア 収納担当職員に対する研修の拡充 

イ 県地方税滞納整理機構の活用 

表３  保険者規模別の保険料（税）収納率目標 
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ウ 収納率向上アドバイザーの活用 

エ 短期被保険者証・資格証明書発行に係る指針の運用 

オ 滞納処分の執行停止に係る指針の運用 

カ 市町村のペイジー端末機器整備に対する財政支援 

 

（２）市町村による取組 

市町村は，課税部門や資格給付部門と情報を共有しながら徴収体制の強化を図るとともに収

納担当職員の技術向上に努め，次の対策に取り組むこととする。 

ア 適正な滞納整理の実施 

イ 口座振替の推進 

ウ 収納環境の整備（コンビニ収納，ペイジーの導入等） 
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保険給付は保険制度の基本事業であり，これまでも統一的なルールの下にその事務が実施されて

いるところであるが，不正請求への対応，療養費の支給の適正化や第三者による不法行為（以下「第

三者行為」という。）に係る損害賠償請求（以下「第三者求償」という。）のように広域的な対応が

必要なものや，一定の専門性が求められるものなどがあるため，これらの取組について定めるもの

とする。 

また，県が保険者となることにより，同一県内であれば高額療養費の多数回該当に係る該当回数

が通算されることなど，保険給付の実施に当たり新たな取扱いも生じることから，県内で統一した

判定基準を設けることとする。 

 

１ 現在の状況 

（１）各市町村におけるレセプト点検の実施状況 

医療機関から請求のあったレセプトは，宮城県国民健康保険団体連合会において請求点数が

算定基準等に照らし誤りがないかどうかなどを一次審査・点検し，保険者等ごとの請求額を算

定している。また，令和２年度からは県において希望する市町村から事務を受託し，資格や診

察，検査，投薬等の診療内容について二次点検を行っていたが，令和３年度からは全ての市町

村から事務を受託し，二次点検を行うこととなった。 

平成２９年度の本県の財政効果率は，全国平均より０．２２ポイント低くなっている。 

 

 宮城県 全国 全国対比 

レセプト総数 8,930,627枚 482,991,055枚 － 

レセプト請求総額  （ア） 153,872,095千円 8,692,527,688千円 － 

レセプト点検効果額 （イ） 742,280千円 60,541,531千円 － 

被保険者１人当たり財政効果額 1,475円 2,051円 ▲ 576円 

財政効果率 （イ）/（ア） 0.48％ 0.70％ ▲ 0.22％ 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業実施状況報告」より 

（２）第三者求償の実施状況 

第三者行為により保険給付が発生した場合は，法第６４条第１項の規定により，保険者は保

険給付を行うと同時に，その給付の価額の限度において，被保険者が第三者に対して有する損

害賠償請求権を代位取得することとされている。 

県内の市町村は，宮城県国民健康保険団体連合会に求償事務を委託しているが，第三者行為

の発見については，市町村が行うこととされている。 

   平成２９年度の第三者求償の実績は，件数，金額とも全国平均を下回っている。 

 

 

 宮城県 全国 

件数（被保険者 1,000人当たり） ０．５７件 １．１５件 

金額（     〃     ） ２８９千円 ５４４千円 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業実施状況報告」より 

 

表４ レセプト点検の状況（平成２９年度） 

表５ 第三者求償の実績（平成２９年度） 

第５章 市町村における保険給付の適正な実施に関する事項                                       
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（３）第三者求償に係る目標設定状況 

平成２８年４月４日付け保国発０４０４第１号厚生労働省保険局国民健康保険課長通知「第

三者行為求償事務の取組に係る数値目標の設定状況等に関する調査について」において，少な

くとも全市町村が「被害届の自主的な提出率」及び「被害届受理日までの平均日数の数値目標」

を設定することが望ましいとされている。 

   令和２年度においては，全市町村が数値目標を設定している。 

 

２ 県による保険給付の点検 

県は，県内の市町村間で転居した被保険者のレセプト点検を実施し，適正な請求がなされてい

るか確認する。また，海外療養費の点検を実施し，適正な請求がなされているか確認する。 

 

３ 不正利得の徴収等 

保険医療機関等による複数の市町村にまたがる不正請求が発覚した場合は，県は法第６５条第

４項に基づき，市町村の委託を受けて，不正請求等に係る費用返還を保険医療機関に求めること

ができることとなるため，事務処理規約（暫定版）に基づき，状況に応じ委託の仕組みを活用す

る。     

 

４ 保険給付の適正な実施に関する取組 

（１）療養費の支給の適正化 

ア 柔道整復施術療養費適正化業務について 

    療養費の点検及び患者調査を共同実施の方式により引き続き全市町村が実施し，療養費の

支給の適正化に努める。 

  イ 被保険者への啓発 

全市町村が，柔道整復及びあん摩マッサージ指圧・はり・きゅうの適正受診について啓発

記事を広報等へ掲載し，被保険者へ啓発を行う。 

  ウ 不正請求情報の共有 

県が療養費の不正請求事例を把握した場合は，全市町村へ情報提供を行う。 

 

（２）診療報酬明細書（レセプト）二次点検業務について 

  ア レセプトの二次点検の共同実施 

     レセプトの二次点検については，令和２年度から事業を実施しているが，引き続き希望す

る市町村と共同で実施していく。 

  イ 点検項目の標準化 

    全市町村において当面，縦覧点検を１００％実施し，段階的に点検項目を標準化する。 

  ウ 医療保険と介護保険の突合情報活用 

    全市町村において医療保険と介護保険の突合情報を活用することを目指す。 

   

（３）第三者求償事務の取組強化 

  ア 損害保険関係団体との覚書締結 

    平成２８年３月に県内全ての市町村が宮城県国民健康保険団体連合会に委任し，一般社団

法人日本損害保険協会と交通事故に係る「第三者行為による被害届」の提出に関する覚書を

締結しており，被害届の提出については，一定の成果が上がっている。 
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  イ 第三者求償に関する目標設定 

    令和２年度においては，全市町村が数値目標を設定しており，引き続き数値目標を設定す

る。                    

  ウ 発見手段の拡大 

    市町村は，療養費等の各種支給申請書に第三者行為の有無の記載欄を設けることとする。

また，保険給付の疑いのあるレセプトを抽出し，被保険者に照会することとする。 

  エ 周知広報の強化 

  県及び市町村は，ホームページ等を利用し，受診等の際に医療機関等に「第三者行為（交

通事故等）による被害であること」を申し出る必要があることや，被害届を保険者に提出す

る義務があること及び提出先を周知し，各種様式をダウンロードできるようにする。 

また，県は，被保険者向けに送付する医療費通知等の多様な媒体を複合的に活用して，被

害届の提出が進むよう周知を行う。 

 

５ 高額療養費の多数回該当の判定基準の統一 

平成３０年度以降は，県内の市町村にまたがる住所の異動があっても，世帯の継続性が保たれ

ている場合は，高額療養費の多数回該当が通算されることになる。県内の他市町村へ住所異動が

あった場合における「世帯の継続性」の判定基準については，次のとおりとする。 

 

（１）単なる住所異動等の一の世帯のみで完結する住所異動の場合 

家計の同一性，世帯の連続性があるものとして，世帯の継続性を認めることとする。 

   なお，一の世帯で完結する異動とは，次のいずれかに該当するものとする。 

   ア 転入及び世帯主の変更等，他の世帯と関わらず，当該世帯の構成員の数が変わらない場

合の住所異動。 

   イ 出産，社会保険離脱，生活保護廃止等による資格取得又は死亡，社会保険加入，生活保

護開始等による資格喪失等，他の世帯と関わらず，資格取得・喪失による当該世帯内の国

保加入者数の増加又は減少を伴う場合の住所異動。 

 

（２）世帯分離，世帯合併による一の世帯で完結しない住所異動（他の世帯からの異動による国保 

    加入者の増加や，他の世帯への異動による国保加入者の減少をいう。）の場合 

  次のいずれかに該当するものに世帯の継続性を認める。 

   ア 世帯主と住所の両方に変更がない世帯 

   イ 住所異動前の世帯主が主宰する世帯 

 

県は，市町村からの問合せに対応できるよう体制を整備する。 
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国民健康保険の財政運営に当たっては，保険給付についても適正化を行い，限られた財源を有効

に活用することが重要であることから，県と市町村等が一体となって，被保険者の健康づくりと医

療費の更なる適正化の取組を推進するものとする。 

 

１ 現在の状況 

（１）特定健診の受診状況 

平成３０年度の特定健診の受診率は，４８．３％であり，全国２位となっている。 

 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

宮城県 ４６．６％ ４７．３％ ４７．７％ ４８．３％ 

全国 ３６．３％ ３６．６％ ３７．２％ ３７．９％ 

全国順位 １位 １位 １位 ２位 

    出典：国保中央会「市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況概況報告書」より 

 

（２）特定保健指導の実施状況 

平成３０年度の特定保健指導の実施率は，１７．８％であり，全国４１位となっている。 

 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

宮城県 １７．６％  １８．８％ １７．４％ １７．８％ 

全国 ２５．１％ ２６．３％ ２６．９％ ２８．９％ 

全国順位 ３５位 ３７位 ３９位 ４１位 

    出典：国保中央会「市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況概況報告書」より 

 

（３）メタボリックシンドローム該当者及び予備群割合の状況 

   平成３０年度のメタボリックシンドローム該当者及び予備群割合は，３３．４％であり，全国 

  ４５位となっている。 

 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

宮城県 ３０．６％ ３１．５％ ３２．５％ ３３．４％ 

全国 ２７．４％ ２８．０％ ２８．８％ ２９．６％ 

全国順位 ４４位 ４５位 ４５位 ４５位 

  出典：国保中央会「市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況概況報告書」より 

 

（４）後発医薬品の使用状況 

令和２年３月時点における本県の国民健康保険の後発医薬品使用状況は，８３．５％であり，

全国７位となっている。 

 

（５）糖尿病性腎症重症化予防の取組の実施状況 

   令和元年度の本県における糖尿病性腎症重症化予防の取組は，県内３５市町村のうち３４市 

表６ 特定健診の受診状況（平成２７～３０年度） 

表７ 特定保健指導の受診状況（平成２７～３０年度） 

表８ メタボリックシンドローム該当者及び予備群割合の状況（平成２７～３０年度） 

第６章 医療費の適正化の取組に関する事項                            
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  町村が実施しており，実施率は９７．１％となっている。 

 

２ 医療費の適正化に向けた取組 

（１）特定健診・特定保健指導実施率及びがん検診受診率の向上並びに歯周疾患予防対策の強化 

メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少等を図るため，特定健診・特定保健指導

実施率の更なる向上に向け，県と市町村は連携して，未受診者に対する普及啓発・受診勧奨に

継続して取り組む。 

特に，特定保健指導の実施率は全国平均を下回っていることから，早期の向上を目指し，質  

の高い健診・保健指導の拡大を図るため，保険者協議会と連携して事業促進のための広報や先 

進事例の情報共有等に，より一層取り組むこととする。 

 また，がんの早期発見，早期治療を目指し，引き続き第３期宮城県がん対策推進計画に基づ 

き，県，市町村及び関係団体等が一体となって，がん検診受診促進等に関する啓発を継続し， 

更なるがん検診受診率の向上に取り組む。 

 歯周疾患検診については，引き続き歯周疾患検診等の歯科健康診査の必要性・重要性につい 

て県民の理解度を高める施策を展開し，受診率の向上を図る。 

（２）データヘルス計画の策定支援 

令和元年度時点で３４市町村がデータヘルス計画を策定している。県は，全市町村の策定に

向けた支援の継続と第２期データヘルス計画の中間評価・見直しに向けた支援を行う。 

（３）後発医薬品の使用促進 

既に各市町村において後発医薬品の差額通知を実施し，後発医薬品の使用割合は全国値を上

回っているが，全市町村において共通様式により年に２回以上の差額通知を行う。また，引き

続き県と市町村が連携して，後発医薬品の正しい知識を被保険者に伝えるとともに，更なる後

発医薬品の使用を促進し，使用率８０％以上を維持する。 

（４）糖尿病重症化予防 

県は，医師会及び宮城県糖尿病対策推進会議と県内の糖尿病性腎症重症化予防の取組状況を 

共有する等連携し，引き続き，「宮城県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」（平成３１年３月

策定）の定着促進を図るとともに，医療従事者の人材育成及び保険者の取組を推進するための

体制整備に取り組み，県内市町村における糖尿病重症化予防事業の円滑な実施を支援する。 

（５）スマートみやぎ健民会議 

   県民の健康寿命の延伸を目指し，メタボリックシンドローム該当者及び予備群割合や脳卒中

の年齢調整死亡率が高い等の県の健康課題の解決に向け設立した「スマートみやぎ健民会議」

について，県は企業，保険者，医療関係団体，報道機関，行政等の参画と協働を推進し，県民

の健康づくりの支援体制を構築する。 

（６）歯と口腔の健康づくり 

   歯・口腔の健康が，全身の健康，健康寿命の延伸，医療費等の適正化をはじめ社会保障給付

費の増加抑制に寄与することから，県と市町村は，被保険者が必要な歯科健診，歯科保健指導，

歯科相談等の口腔の健康に関するサービス及び歯科治療等の歯科口腔保健医療サービスを受

ける機会を確保し，歯と口腔の健康づくりを促進する。 

（７）重複・頻回受診，重複・多剤服薬者への訪問指導等 

   多くの市町村ではレセプト情報等により，重複・頻回受診者や重複・多剤服薬者等の対象者

を抽出し，保健師等による訪問指導を行っており，県はレセプト二次点検の市町村との共同実

施など，必要な支援を行う。 
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（８）受診の適正化に係る県民に対する意識啓発 

   不要不急の受診を抑制するなどの受診の適正化について，県は医療機関や各保険者とも連携

しながら，県民の意識を高めるための普及啓発に努める。 

 

３ 保健事業等の取組の充実・強化 

（１）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

各市町村は，高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に向けて取組を進めるとともに，県

はその取組事例の横展開や事業の評価等を行い，適正かつ効率的な支援を実施する。 

（２）保険者努力支援制度の抜本的強化に係る取組 

医療費適正化への取組等，各保険者における努力に対して国が交付する保険者努力支援制度

の取組評価分について，県は市町村に対する個別ヒアリング等を通じて先進・優良事例の横展

開の促進を積極的に図るなど，取組の充実や底上げを支援していく。 

また，人生１００年時代を見据えた予防・健康づくりの推進を図るため，令和２年度から保

険者努力支援制度に事業費分・事業費連動分が新設されたことから，県は，特定健診・特定保

健指導に係る受診勧奨や糖尿病重症化予防に係る普及啓発など，医療費の適正化に向けた各種

取組を一層推進していく。 

（３）保険者協議会との連携強化 

医療費適正化への取組や予防・健康づくりの推進を図るため，高齢者の医療の確保に関する

法律に基づき，県内の医療保険の保険者が共同で組織している保険者協議会との一層の連携を

図り，医療関係者等の協力を得ながら健康増進や医療費分析等の取組を強化していく。 

 

４ 宮城県医療費適正化計画との相乗効果 

各市町村は，第３期宮城県医療費適正化計画（平成３０年度から令和５年度まで）に定められ

た取組の内容及び目標を踏まえ，医療費適正化に取り組むこととする。 
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市町村が担う事務の種類や性質によっては，当該市町村が単独で行うよりも広域的に実施するこ

とにより効率化できるものもあることから，県と市町村は下記の取組の実現に向け，引き続き協議

を行う。 

 

１  事務の共通化 

（１）医療費通知及び後発医薬品差額通知 

都道府県単位化を被保険者の目に見える形で示すため，通知回数や対象月数，通知の様式や 

内容について統一した。引き続き，全市町村において共通様式により通知する。 

（２）保険料（税）の賦課事務 

現在は市町村ごとに仮算定の有無や本算定の期日及び納期が異なっているが，保険料（税）

水準統一の時期に合わせて仮算定の有無や納期等を統一する方向で調整を行う。 

（３）短期被保険者証及び資格証明書の発行に係る指針の運用【再掲】 

都道府県単位化にあたっては，短期被保険者証及び資格証明書の発行について市町村によっ

て極端な違いが出ないよう，県は，市町村と協議し，短期被保険者証及び資格証明書の発行に

係る指針の運用を促進する。 

（４）滞納処分の執行停止に係る指針の運用【再掲】 

滞納処分の執行停止についても，市町村によって極端な違いが出ないよう，県は，市町村と

協議し，滞納処分の執行停止に係る指針の運用を促進する。 

（５）その他の事項 

   県は，市町村の各種事務について，必要に応じ実施状況等を調査し，その結果を情報提供す 

  るとともに，市町村との協議を経て事務の共通化を推進する。 

 

２ 国保事務担当マニュアルの作成 

県は，これまでに国保事務全般について市町村担当者の参考となるマニュアルとして「国保事

務の手引き」を作成しているが，適宜改定作業を行う。 

 

３ 情報セキュリティ対策 

   情報の保管・移送・消去等のセキュリティ対策については，各市町村及び宮城県国民健康保険 

 団体連合会が定めるそれぞれの情報セキュリティポリシーに従い確実に実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項 
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県は，国保の財政運営の責任主体として医療・保健・福祉全般にわたって目配りをしながら施策

を推進するため，以下の取組を進める。 

 

１ 地域包括ケアの推進 

平成２８年度から前倒しで開始されている保険者努力支援制度の評価指標の一つに地域包括ケ 

アの推進に関する取組の実施状況が設けられ，地域包括ケア推進の取組が評価されることとなっ 

た。 

 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう医療と介護 

及び生活支援等を一体的に提供できる地域包括ケアシステムの構築に向け，県と市町村は，保険

者努力支援制度の評価指標を達成すべく，組織の横断的な連携が進むよう努めるものとする。 

 

２ 国保データベース（ＫＤＢ）システム等の活用 

県は，引き続き，国保データベース（ＫＤＢ）システムや被用者保険のデータ等の健康・医療

情報に係る情報基盤を活用し，市町村ごとの健康課題や保健事業の実施状況を把握し，市町村や

宮城県国民健康保険団体連合会における保健事業の運営が健全に行われるよう，必要な助言及び

支援を行う。 

 

３ 他計画との整合性 

  県は，広域的な保険者として，本運営方針と県が定める宮城県地域医療計画，宮城県健康増進

計画「みやぎ２１健康プラン」及び宮城県高齢者福祉計画・宮城県介護保険事業支援計画「みや

ぎ高齢者元気プラン」等との整合性を保つよう関係各課と情報連携を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８章 保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他の関連施策との連携に関

する事項 
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県と市町村が一体となって国保制度の運営にあたるため，以下のとおり連絡調整等の仕組みを定

める。 

 

１ 宮城県国民健康保険運営連携会議及び部会 

県は，宮城県国民健康保険運営協議会に諮る議題について，宮城県国民健康保険運営連携会議

において市町村と意見調整を行うものとする。また，必要に応じて随時部会を開催するものとす

る。 

 

２ 各種研修会の実施 

県は各種研修会を実施し，市町村担当職員が国保業務に必要な知識を習得することを支援する。 

 

３ 新型コロナウイルス感染症等への対応 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大や自然災害等，突発的な事態が被保険者の生活に著しい

影響を与え，当該事態に対応した施策が講じられる場合には，県，市町村及び関係機関が連携し

て必要な措置を講じる等，適正に対応するよう努めていくこととする。 

 

第９章 施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整等に関する事項 


